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〔 告 示 〕

〇 創 業 支 援 事 業 の 実 施 に 関 す る 指 針

（ 総 務 ・ 経 済 産 業 一 ） J

〇 専 門 士 の 称 号 の 付 与 に 関 し 文 部 科 学

大 臣 が 専 門 士 と 称 す る こ と が で き る

専 修 学 校 専 門 課 程 と し て 個 別 に 認 め

た 件 （ 文 部 科 学 六 ） K

〇 専 門 士 の 称 号 の 付 与 に 関 し 文 部 科 学

大 臣 が 個 別 に 認 め た 専 門 士 と 称 す る

こ と が で き る 専 修 学 校 専 門 課 程 に つ

い て そ の 名 称 を 変 更 し た 件 （ 同 七 ） O

〇 専 門 士 の 称 号 の 付 与 に 関 し 文 部 科 学

大 臣 が 個 別 に 認 め た 専 門 士 と 称 す る

こ と が で き る 専 修 学 校 専 門 課 程 を 廃

止 し た 件 （ 同 八 ） J Q

〇 高 度 専 門 士 の 称 号 の 付 与 に 関 し 文 部

科 学 大 臣 が 高 度 専 門 士 と 称 す る こ と

が で き る 専 修 学 校 専 門 課 程 と し て 個

別 に 認 め た 件 （ 同 九 ） K L

〇 高 度 専 門 士 の 称 号 の 付 与 に 関 し 文 部

科 学 大 臣 が 個 別 に 認 め た 高 度 専 門 士

と 称 す る こ と が で き る 専 修 学 校 専 門

課 程 に つ い て そ の 名 称 を 変 更 し た 件

（ 同 一 〇 ）

〇 高 度 専 門 士 の 称 号 の 付 与 に 関 し 文 部

科 学 大 臣 が 個 別 に 認 め た 高 度 専 門 士

と 称 す る こ と が で き る 専 修 学 校 専 門

課 程 を 廃 止 し た 件 （ 同 一 一 ） K M

〇 高 度 専 門 士 の 称 号 の 付 与 に 関 し 文 部

科 学 大 臣 が 個 別 に 認 め た 高 度 専 門 士

と 称 す る こ と が で き る 専 修 学 校 専 門

課 程 と し て 要 件 に 適 合 し な く な っ た

と 認 め た 件 （ 同 一 二 ）

〇 中 小 企 業 承 継 事 業 再 生 の 実 施 に 関 す

る 指 針 （ 経 済 産 業 一 九 ） K N

〇 国 、 地 方 公 共 団 体 、 独 立 行 政 法 人 中

小 企 業 基 盤 整 備 機 構 及 び 認 定 支 援 機

関 が 講 ず べ き 支 援 措 置 に 関 す る 指 針

を 定 め た 件 （ 同 二 〇 ）

〔 公 告 〕

諸 事 項

裁 判 所
破 産 、 免 責 、 再 生 関 係 K Q

特 殊 法 人 等

独 立 行 政 法 人 都 市 再 生 機 構 、 型 式 適

合 認 定 関 係 M Q

地 方 公 共 団 体

教 育 職 員 免 許 状 失 効 、 行 旅 死 亡 人 関

係 M R

会 社 そ の 他

会 社 決 算 公 告 N L

〇 総 務 省

経 済 産 業 省 告 示 第 一 号

産 業 競 争 力 強 化 法 （ 平 成 二 十 五 年 法 律 第 九 十 八 号 。 以 下 「 法 」 と い う 。 ） 第 百 十 二 条 第 一 項 の 規 定 に

基 づ き 、 創 業 支 援 事 業 の 実 施 に 関 す る 指 針 を 次 の よ う に 定 め た の で 、 同 条 第 五 項 の 規 定 に 基 づ き 公 表

す る 。
平 成 二 十 六 年 一 月 二 十 八 日 総 務 大 臣 新 藤 義 孝

経 済 産 業 大 臣 茂 木 敏 充

創業支援事業の実施に関する指針
一 目的
この指針は、法第百十二条第一項の創業支援事業の実施に関する指針を定めることにより、創業
支援事業の適切な実施を図り、もって平成二十五年六月十四日の閣議決定「日本再興戦略について」
に基づいて推進する地域の資源を活用した創業の促進に寄与することを目的とする。
二 創業支援事業による創業の促進に関する目標の設定に関する事項
創業支援事業計画においては、創業支援事業の対象者及び創業支援事業により支援を受けて創業
を行う者の数の目標を定めるものとする。
三 創業支援事業の実施方法に関する事項
イ 市町村は、創業支援事業を実施するに当たっては、民間事業者が創意工夫を生かして実施する
創業支援事業との連携等により民間事業者の能力の活用が図られるよう努めるものとする。
ロ 市町村は、創業支援事業を実施するに当たっては、当該創業支援事業により、当該市町村の地
域の資源の活用、当該市町村に居住する者の雇用の創出等に資する事業を新たに開始する者を支
援することにより、当該地域の活性化が図られるよう努めるものとする。
ハ 認定市町村及び認定連携創業支援事業者は、創業支援事業により支援を受けて創業を行おうと
する者の新たに開始する事業が公の秩序又は善良の風俗を害するおそれがあると認めるときは、
当該支援を行わないものとする。

四 創業支援事業の実施に関して市町村が果たすべき役割に関する事項
イ 市町村は、創業支援事業を実施するに当たっては、当該市町村以外の者が実施する創業支援事
業と一貫して円滑に実施するための適切な創業支援事業計画を作成するよう努めるものとする。
ロ 認定市町村は、イの創業支援事業計画に基づき、当該市町村及び当該市町村以外の者が連携し
て実施する創業支援事業が、一貫して円滑に実施されるよう適切な措置を講ずるものとする。
ハ 認定市町村は、創業支援事業を実施するに当たっては、創業支援事業により支援を受けて創業
を行った者に対し、中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律（平成十一年法律第十八号）
第十七条第二項に規定する認定経営革新等支援機関との連携等により創業支援事業を継続して行
うよう努めるものとする。
ニ 認定市町村は、創業支援事業を実施するに当たっては、当該創業支援事業計画に記載された創
業支援事業の内容その他必要と認める事項の周知に努めるものとする。

五 その他創業支援事業に関する重要事項
認定市町村は、認定特定創業支援事業により支援を受けたことの証明を受けた創業者の新たに開
始した事業の実施状況について、原則として当該事業年度終了後三月以内に、経済産業大臣に報告
するものとする。
六 備考
この指針において使用する用語は、法、産業競争力強化法施行令（平成二十六年政令第十三号）、
産業競争力強化法施行規則（平成二十六年内閣府令、総務省、財務省、厚生労働省、農林水産省、
経済産業省、国土交通省、環境省令第一号）及び経済産業省関係産業競争力強化法施行規則（平成
二十六年経済産業省令第一号）において使用する用語の例による。

˜


		2014-01-27T14:47:07+0900
	C=JP, O=National Printing Bureau, CN=Vice President
	国立印刷局
	（なし）




